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コード番号       6473 本社所在都道府県
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   役職名   取締役社長         氏名   吉田  紘司

   役職名   執行役員経理部長   氏名   酒井  祥夫 TEL (06) 6271 - 8261

           平成 18年 5月 12日 有

           平成 18年 6月 30日 平成 18年 6月 29日

           有 (1単元 100株)

１. 18年 3月期の業績(平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日)

(注)

3ヶ月間の業績を合算したものになります。 なお、前期の業績は、光洋精工株式会社の業績を記載しております。

(1)経営成績 (百万円未満を切捨てて表示しております。)

百万円 ％ 百万円 百万円 ％

427,254 26.5 25,615 28,068 28.9

337,683 6.3 19,987 21,771 42.6

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

18,601 58.6 75.87 8.6 5.5 6.6

11,731 66.7 56.87 8.2 5.8 6.4

(注) ①期中平均株式数  18年 3月期  243,538,602 株   17年 3月期  204,471,983 株

②会計処理の方法の変更   有

③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況

中  間 期  末
円　　銭 円　　銭 円　　銭 百万円 ％ ％

15.00 6.00 9.00

9.00 4.00 5.00

(3)財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

(注) ①期末発行済株式数  18年 3月期  319,197,466 株  17年 3月期  215,092,103 株

②期末自己株式数    18年 3月期      197,258 株  17年 3月期      149,429 株

２. 19年 3月期の業績予想(平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日)

中  間 期  末
百万円 百万円 円　　銭 円　　銭 円　　銭

9.00   －   

－   9.00   

(参考) 1株当たり予想当期純利益(通期)    65 円 79 銭

※

   大阪府

単元株制度採用の有無

平成 18年 5月 12日

   東 大 名

中間配当制度の有無

定時株主総会開催日

上  場  会  社  名

平成 18年 3月期

決算取締役会開催日

配 当 支 払 開 始 日

15,000          

当  期  純  利  益

百万円

経  常  利  益

9,000          

32.5

経  常  利  益

50.94

配 当 金 総 額

28.2

潜在株式調整後
1株当たり
当期純利益

株主資本
当期純利益率

73.01

40.8            

(  年  間  )

1,882            

4,186            

株式会社ジェイテクトは、平成18年1月1日付けで光洋精工株式会社と豊田工機株式会社が合併して発足いたしました。 したがいまして

当期の業績は、光洋精工株式会社の平成17年4月から12月までの9ヶ月間の業績と、株式会社ジェイテクトの平成18年1月から3月までの

売    上    高 営  業  利  益

総  資  産

上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

17年  3月期

１株当たり年間配当金

17年  3月期 381,372          155,720          

中 間 期 290,000          

要因によって予想数値と異なる場合があります。

％

配  当  性  向

通　　期

　

610,000          35,000          

売   上   高

43.1            

18年  3月期

当期純利益
1株当たり
当期純利益

総資本
経常利益率

18年  3月期

17年  3月期

18年  3月期

17年  3月期

代 表 者

問合せ先責任者

株 主 資 本
配  当  率

18年  3月期 646,792          

株  主  資  本

279,058          

株主資本比率 1株当たり株主資本

1.5            

－   

21,000          

19.8            

売上高
経常利益率

1株当たり年間配当金

873.86              

15.8            

18.00   

1.2            

723.49              
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(単位 百万円)

１． 有形固定資産の減価償却累計額

２． 保証債務

保証予約

経営指導念書差入

３． 当期の発行済株式数の増加の内訳

増 減

( 資  産  の  部 )

現 金 及 び 預 金

機 械 及 び 装 置

６２，４５１

６９３

科 目
前 期当 期

(18.3.31現在) (17.3.31現在)

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

建 設 仮 勘 定

ソ フ ト ウ ェ ア 等

製 品

貸 倒 引 当 金

建 物

構 築 物

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金

流 動 資 産

固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

出 資 金

関 係 会 社 出 資 金

繰 延 税 金 資 産

車 両 運 搬 具

１６１，５１８

３２，５１０

２，６９５

７３，１３５

７７０

６０３

８，３３１

１，５３２

１，５３２

５，７３９

２９，０１１

９，６６９

１，１９８

６７７

百万円

千株

５，２６６

１，１９８

５，５４７

７９，０７９

百万円

百万円

１８，９９７

２２８

１１，２６９

１０９，７８２

－

△

１５，８５６

２，５１６

３，８１３

２１４

２１２，２６８

４１，６８０

百万円 ２３３，０２８

百万円

百万円

百万円

３６１，３５１

３７，９６３

１６，９８９

百万円９８ １，１２９

投 資 そ の 他 の 資 産

１０６，０９４

１３８，５２２

１７，１７６

１，０７９

３５，７５６

４０３

１６８，５４６

９，４３７

４，７８９

８６３

(注) 当   期 前   期

資 産 合 計 ６４６，７９２ ３８１，３７２

△

４，５８６

２，２７３

２，９５０

３３４

７３，７４５

２２，６８２

４６，３０３

９７

５４１

３７，３７８

２００

３，０６４

３３４

８２，４３８

１５，３３４

２４４

１，６１５

１０８，９００

８，１４２ ２，８１５ ５，３２６

２４，０２１ １５，１９９ ８，８２１

２７１，４７３ １６２，５７２

８，４０７ １，０２９

９３８

３８

３７５，３１９ ２１８，７９９ １５６，５１９

△２１５９

３２

９，２０４ ７，８４１ １，３６２

△

△

２４６

２６５，４１９

△△

△

９，８０４

２，８４９

貸     借     対     照     表

△

原 材 料 １，３４４ ９７２

仕 掛 品 １０，８０２

転換社債の転換

２，３１６

２７，２９８

転換総額

資本組入額

百万円

百万円

４，８２８

２，４１４

１６，４９５

貯 蔵 品 ４，３０６ ３，１１２ １，１９３

１１ ０ １０

繰 延 税 金 資 産 ７，５２６ ３，１６６ ４，３６０

５，９８６

そ の 他 ３，１９６ １，１５１ ２，０４４

１５，７９１

２，８９０

土 地 ３８，５０２ １６，５４７ ２１，９５５

工 具 器 具 備 品

関 係 会 社 株 式 １５６，０８５

長 期 前 払 費 用 ７７５

１８７長 期 貸 付 金 １８７
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(単位 百万円)

６４６，７９２ ３８１，３７２ ２６５，４１９

２７９，０５８ １５５，７２０ １２３，３３７

７

１４０，８８１

６，２０１

１０９１０１

１７，０９８

２７５

１，８１０ １，８１０△

１００

５，０００

△

６，６９１ ３，５００ ３，１９０

２２６，８５２ １４６，１２４ ８０，７２８

９２

１２６，７１４ ８０，７４０ ４５，９７４

２８，７５０ ２８，８５０

７９，５２７ ６１，３５３

－

７２，２２８

１４２，０８２

１８，５０４

４

１６，４０７

２７

１５４

△

△

４６，６６１

７，５１４

２６，１４９

３２８

３３，４６３

３０，０００

２，０１６

３０，２７７

４

１，０１０

１８，０００

２，４１４

３０，２８２

１０，０００

３，０５３

９，９９７

３０，０００

１０，０００ ５，０００

２６，０１８

２４７

３５，８７７

５，８６５

９８，５１８

１１８，８９０

４８，０００

４２，５５７

△

１２，０６７

４０，０００

１，０３７

８，９８７

３００

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

転 換 社 債

未 払 費 用

固 定 負 債

未 払 法 人 税 等

預 り 金

品 質 保 証 引 当 金

科 目
前 期当 期

(18.3.31現在) (17.3.31現在)
増 減

未 払 金 ２２，３８３ １２，６８０ ９，７０３

( 負  債  の  部 )

支 払 手 形

買 掛 金

一 年 以 内 償 還 転 換 社 債

そ の 他

短 期 借 入 金

一年以内返済長期借入金

８，４２３

９，６４０ ４，７２５

３，６９８

８，６７４

流 動 負 債

０

５ ０自 己 株 式 処 分 差 益

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

負 債 合 計

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

( 資  本  の  部 )

利 益 準 備 金

自 己 株 式

そ の 他 資 本 剰 余 金 ５

△

△

資 本 準 備 金

△

長 期 借 入 金

２２５，６５２３６７，７３４

新 株 予 約 権 付 社 債

社 債

９８，５１２ ６８，２３４

６８，２３５

△

４，９１５

前 受 金 １３３ ８ １２４

３，４２３

任 意 積 立 金 ７９，４００ ２６，６５９ ５２，７４０

特 別 償 却 準 備 金 ９１ ７５ １６

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 ２，３０３ ２，０７８ ２２４

別 途 積 立 金 ７７，００５ ２４，５０５ ５２，５００

当 期 未 処 分 利 益 ２７，４２２ １４，１３６ １３，２８６

１，６４１１，６４１ －
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(単位 百万円)

△△

６，５００

１３ ３２３

５，２６０ ３，４２３

１２，４５０

８７

１８，５６６

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

１０６

△１，４５６

－

△

２，３４９

７，１３６

５，６２７

３，２４０

売 上 高

損     益     計     算     書

科 目
前 期当 期

17. 4. 1 から
18. 3.31 まで

16. 4. 1 から
17. 3.31 まで

増 減

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損

税 引 前 当 期 純 利 益

減 損 損 失

２８，０６８

２４４

７８４

２５，６１５ １９，９８７

６６６

２１，７７１

２１８

２８，６０９

２，４４２

９７７

１，５７６

－

５，８０１

７１３

△

△

△

－

８

３３４

２１８ △

１，７１０

８７

６，２９６

５，５８３

１３５

１，８３７

３１０

０

２４４

５３１

５４４

６２，９４８ ５０，１８４ １２，７６４

３７，３３２ ３０，１９６

３６４，３０５ ２８７，４９９ ７６，８０６

４２７，２５４ ３３７，６８３ ８９，５７１

１８，６０１

５９０

１，３７５ ８９０ ４８４

３，８３０

１０，０４２

２，７７７

５，９５０

７９０７０３

１，３７８

２，４５５

８２

０

６７４

１１，７３１ ６，８７０

７８

８６

２６３

１３４

営 業 外 収 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

そ の 他

雑 損 失

経 常 利 益

受 取 利 息 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

当 期 純 利 益

有 価 証 券 等 評 価 損

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

品 質 保 証 引 当 金 繰 入 額

棚 卸 資 産 廃 棄 損

合 併 関 連 費 用

前 期 繰 越 利 益 ３，３４８ ３，２１１ １３６

中 間 配 当 額 １，３１３ ８０７ ５０６

１４，１３６ １３，２８６当 期 未 処 分 利 益 ２７，４２２

関 係 会 社 株 式 売 却 益

有 価 証 券 売 却 益

２５ － ２５

５，６９２ － ５，６９２

－ ７８４

１，１２０ ５８８

５４４ －

－ ６，７８６合 併 引 継 未 処 分 利 益 ６，７８６
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(単位 百万円)

監 査 役 賞 与 金

特 別 償 却 準 備 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

次 期 繰 越 利 益

２，８７２ １，０７５

４７２ －

利 益 配 当 金

２３

９，５００

１００３８

１８，０００

１４，１３６

当 期

１４，１５０

６７

(１株につき９円) (１株につき５円)

２７，９１９

９０

利   益   処   分   案

項 目

１０２

２２ １３

２７，４２２

こ れ を 次 の と お り 処 分 い た し ま す 。

取 締 役 賞 与 金

６，８１６ ３，３４８

前 期

２４ １４

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 取 崩 額

合 計

当 期 未 処 分 利 益

特 別 償 却 準 備 金 取 崩 額
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(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 ・・・・・・・移動平均法による原価法

その他有価証券

・・・・・・・決算日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)

・・・・・・・移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法

ております。 なお、この変更による損益に与える影響は軽微であります。

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 ・・・定率法

採用しております。

無形固定資産 ・・・定額法

法を採用しております。

(4) 引当金の計上基準

a.  貸倒引当金

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見積額を計上しております。

b.  投資損失引当金

関係会社に対する出資額の損失に備えるため､ 回収不能見込額を計上しております｡

c.  品質保証引当金

予想額を計上しております。

利益は888百万円減少しております。

d.  退職給付引当金

において発生していると認められる額を計上しております。

e.  役員退職慰労引当金

(5) リース取引の処理方法

貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

時価のあるもの

時価のないもの

ただし、工作機械等の仕掛品については個別法による原価法を採用しております。 

棚卸資産は従来、移動平均法による原価法を採用しておりましたが、当期より総平均法による原価法を採用し

重 要 な 会 計 方 針

従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、当期末

役員等の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃

製品納入後に発生する品質保証費用については、従来支出時の費用として処理しておりましたが、当期より

過去の売上高に対する支出割合に基づき、品質保証引当金として計上する方法に変更しております。 な

この変更は、平成18年1月1日の豊田工機株式会社との合併を機に、同社の従前採用しておりました会計方

針と統一を図ることおよび期間損益の適正化を図るために行ったものであります。

この変更は、平成18年1月1日の豊田工機株式会社との合併を機に、同社の従前採用しておりました会計方針と

統一を図るために行ったものであります。

お、これに伴い過年度相当分を特別損失に計上しております。

この変更により、従来の方法によった場合に比し、営業利益および経常利益は104百万円、税引前当期純

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物(建物附属設備を除く)については、定額法を

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額

期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

製品納入後に発生する品質保証費用の支出に充てるため、過去の実績を基礎にして当期に対応する発生
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(6) その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式

(固定資産の減損に係る会計基準)

減少しております。

す。

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの (単位 百万円)

当     期
(平成18年3月31日)

前     期
(平成17年3月31日)

貸借対照表
計   上 額

時 価 差 額
貸借対照表
計   上 額

時 価

4,794 

合              計 5,700 11,396 5,696 5,700 11,951 6,250 

3,373 4,085 

差 額

子 会 社 株 式 1,614 3,937 2,322 

有     価     証     券

8,880 関連会社株式 4,085 7,459 

1,614 3,071 1,456 

平成14年8月9日))および固定資産の減損に係る会計基準の適用指針(企業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号)を当期より適用しております。 これにより、税引前当期純利益は244百万円

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直接控除しておりま

固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会
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１． 代表者の異動

該当事項はありません。

２． その他役員の異動

(１) 新任取締役候補

久
ひさ

田
だ

修
のぶ

義
よし

(現　トヨタ自動車株式会社常務役員)

梶
かじ

原
わら

和
かず

郎
ろう

(現　常務執行役員）

赤
あか

羽
はね

仁
ひと

史
し

(現　常務執行役員）

伊
い

藤
とう

(現　常務執行役員）

(２) 新任監査役候補

山
やま

崎
ざき

清
きよ

彦
ひこ

（現　理事　関連事業部長）

(３) 退任予定取締役

安
やす

川
かわ

吉
きち

(愛知製鋼株式会社取締役副社長に就任予定)

久
く

保
ぼ

政
せい

徳
とく

(豊田工機トルセン株式会社取締役会長および

　株式会社ジーケーエヌ・ジェイテクト取締役兼

　代表執行役社長）

阿
あ

部
べ

忠
ただ

之
ゆき

（三井精機工業株式会社取締役社長に就任予定）

加
か

藤
とう

邦
くに

彦
ひこ

（宇都宮機器株式会社取締役社長に就任予定）

(４) 退任予定監査役

清
きよ

次
つぐ

（ダイベア株式会社監査役に就任予定）

(５)

谷
たに

口
ぐち

敏
とし

克
かつ

（現　専務取締役）　

３． 執行役員の異動

(１) 新任執行役員候補

夏
なつ

目
め

(現　理事　第1豊田支社長)

松
まつ

本
もと

(現　理事　産機・市販営業企画部長　兼　関西支社長)

(２) 退任予定執行役員

梶
かじ

原
わら

和
かず

郎
ろう

（当社常務取締役に就任予定）

赤
あか

羽
はね

仁
ひと

史
し

（当社常務取締役に就任予定）

伊
い

藤
とう

（当社常務取締役に就任予定）

西
にし

塚
づか

勝
かつ

幸
ゆき

（富士機工株式会社取締役副社長に就任予定）

平
ひら

田
た

（豊興工業株式会社専務取締役に就任予定）

森
もり

山
やま

正
まさ

和
かず

（光洋電子工業株式会社専務取締役に就任予定）

中
なか

村
むら

（光洋販売株式会社取締役副社長に就任予定）

(３)

大
だい

道
どう

俊
とし

彦
ひこ

（現　執行役員）

根
ね

本
もと

（現　執行役員）

以        上

寛
ひろし

勉
つとむ

彰
しょう

穂
みのる

隆
たかし

乾
いぬい

脩
おさむ

久
ひさし

執 行 役 員

常務執行役員

専 務 取 締 役

執 行 役 員

常 勤 監 査 役

昇格予定取締役

取締役副社長

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

執 行 役 員

執 行 役 員

執 行 役 員

昇格予定執行役員

常務執行役員

常務執行役員

役  員  の  異  動  (平成１８年６月２９日付)

専 務 取 締 役

専 務 取 締 役

取締役副社長

専 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 務 取 締 役

常 勤 監 査 役

寛
ひろし
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